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補装具の購入又は修理に
要する費用の支給 

１ 法令の定め（許認可等要件） 
○戦傷病者特別援護法第２１条第４項 

知事は、法第２１条第１項による補装具の支給及び修理が困難であると認めるときは、補装具の支
給及び修理に代えて、その者の請求により補装具の購入又は修理に要する費用を支給する。 
ただし、補装具の支給及び修理は自ら又は業者等に委託して行い、委託を受けた者が請求できる
報酬の額は、厚生労働大臣が定める。 
（昭和４８年６月厚生省告示第１７１号「補装具の種目、受託報酬の額等に関する基準」） 

 
2 その他 

○戦傷病者特別援護法施行事務取扱要領について 
（昭和３８年１２月２７日付け厚生省発援第１２０６号厚生省援護局長通知） 

補装具の支給及び修理の請求があった場合は、戦傷病者カードにより資格を確認し、所要の調
査を行うこと。 
特に必要と認めるものについては、更生相談所への出頭を求め、更生相談所の長の判定を求め
ること。 

 
やむを得ない事情により補装具の価格が、昭和４８年６月厚生省告示第１７１号「補装具の種目、
受託報酬の額等に関する基準」に示された価格により難い場合は、厚生労働大臣に協議するこ
と。 

 

 
 
 


